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第５ 育児をしている者の就業の状況

１ 育児をしている者の有業率

(1) 育児をしている女性の有業率は 39 歳までの年齢階級で上昇

就業状態、育児の有無別にみると、育児をしている者は、25 万３千人で、うち有業者は 21

万５千人（85.0 ％）、無業者は３万８千人（15.1 ％）となっている。

育児をしている者について、男女別の有業率をみると、男性は 99.1 ％、女性は 72.2 ％とな

っている。年齢階級別にみると、男性は 30 歳～44 歳までの階級で 99.5％～99.7％となってお

り、女性は「15～24 歳」（86.4％）が最も高く、次いで「40～44 歳」（73.0％）となっている。

前回と比べると、育児をしている女性の有業率は 39歳までの年齢階級で上昇となっている。

（表 11、図 14）

表 11 年齢階級別育児をしている者及び割合－令和４年－

図 14 年齢階級別育児をしている女性の有業率－令和４年、平成 29 年－
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２ 育児をしている者の離職状況

(1) 「出産・育児のため」の離職者が減少

過去１年間（令和３年 10 月から令和４年９月まで）に「出産・育児のため」に前職を離職し

た者は、７万７千２百人となっており、就業状態別にみると、令和４年 10 月時点で有業者は４

万９千７百人、無業者は２万７千５百人となっている。

離職理由別でみると、「会社倒産」、「人員整理」、「事業不振」、「定年」などのうち、

「出産・育児のため」は、3.7％を占めている。前回と比べると、「出産・育児のため」を離職

理由とした者は２万４千人減少となっている。 （表 12、図 15）

表 12 男女、就業状態別の出産・育児のために前職を離職した者－令和４年、平成 29 年、平成 24年－

図 15 就業状態別出産・育児のために前職を離職した者及び割合－令和４年、平成 29 年、平成 24年－
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第６ 介護をしている者の就業の状況

１ 介護をしている者の有業率

(1) 男女ともに 49 歳以下で介護をしている者の有業率が高い

就業状態、介護の有無別にみると、介護をしている者は、17 万人で、うち有業者は 10 万２千

人（60.0％）、無業者は６万８千人（40.0％）となっている。

介護をしている者について、男女別の有業率をみると、男性は 65.2％、女性は 56.6％となっ

ている。

年齢階級別にみると、男性の有業者は「40～49 歳」（91.0％）が最も高く、次いで「40歳未

満」（82.7％）となっている。女性の有業者も「40～49 歳」（82.1％）が最も高く、次いで

「40 歳未満」（77.6％）となっている。

前回と比べると、介護をしている女性の有業率は全ての年齢階級で上昇となっているが、特

に「40～49 歳」と「60～64 歳」で上昇幅が大きくなっている。 （表 13、図 16）

表 13 年齢階級別介護をしている者及び割合－令和４年－

図 16 年齢階級別介護をしている女性の有業率－令和４年、平成 29 年－
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２ 介護をしている者の離職状況

(1) 「介護・看護のため」の離職者が減少

過去１年間（令和３年 10月から令和４年９月まで）に「介護・看護のため」に前職を離職し

た者は、４万７千４百人となっており、就業状態別にみると、令和４年 10 月時点で有業者は１

万２千７百人、無業者は３万４千６百人となっている。

離職理由別でみると、「会社倒産」、「人員整理」、「事業不振」、「定年」などのうち「介

護・看護のため」は、2.3％を占めている。前回と比べると、「介護・看護のため」を離職理由

とした者は５千人減少となっている。 （表 14、図 17）

表 14 男女、就業状態別の介護・看護のために前職を離職した者－令和４年、平成 29 年、平成 24年－

図 17 就業状態別介護・看護のために前職を離職した者及び割合－令和４年、平成 29 年、平成 24年－

（％）
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第７ テレワーク実施の有無・頻度及びテレワーク実施の場所

１ テレワーク実施の有無

(1) テレワークを「実施した」者は 22万３千人で、有業者に占める割合は 11.5％

有業者について、１年間のテレワーク実施の有無をみると、「実施した」が 22 万３千人で、有

業者に占める割合が 11.5％となっている。

テレワークを「実施した」者について、１年間の実施の頻度をみると「20％未満」が 14 万９千

人で最も多く、次いで「20～40％未満」が２万５千人などとなっている。また、テレワーク実施

の場所別にみると「自宅」が 20万１千人で最も多くなっている。

男女別にみると、男性は「実施した」が 15 万７千人（有業者に占める割合 14.7％）、女性は「実

施した」が６万６千人（同 7.6％）となっている。

テレワークを「実施した」者の有業者に占める割合について年齢階級別にみると、「35～44 歳」

が 15.6％で最も高く、次いで「25～34 歳」が 14.4％などとなっている。 （表 15､16）

表 15 職業大分類、テレワーク実施の有無・頻度、テレワーク実施の場所別有業者数－令和４年－

表 16 男女、年齢階級、テレワーク実施の有無、有業者に占める割合－令和４年－

注）有業者に占める割合は「テレワーク実施の有無・頻度」が不詳の者を除いて算出している。


